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Ⅰ　当社の概況及び組織に関する事項

（登録番号） （東海財務局長（金商）第２１号）

沿革及び経営の組織

（1）会社の沿革

資本金１億円をもって豊証券株式会社を設立（名古屋市中区栄三丁目７―３１）。

名古屋証券取引所正会員となる。

資本金を1億1千万円に増資。

資本金を1億2千5百万円に増資。

豊橋営業所を開設。

万代証券（株）を吸収合併。

鳴海営業所を開設。

名坂証券（株）の営業権を譲受。

四日市営業所を開設。

資本金を1億7千5百万円に増資。

証券業の登録制から免許制への移行に伴い証券取引法第２８条１号、第２号、第４号の免許を受ける。

四日市営業所を支店に昇格。

豊橋営業所を支店に昇格。

資本金を2億円に増資。

本店を移転（名古屋市中区栄三丁目７―１）。

岐阜営業所を開設。

証券取引法第２８条第３号の免許を受ける。

岐阜営業所を支店に昇格。

浜松支店を開設。

公社債の払込金の受入れ及び元利金支払の代理業務の承認を受ける。

資本金を2億5千万円に増資。

累積投資業務に係る代理業務の承認を受ける。

名古屋駅前支店を開設。

保護預り公共債を担保として金銭を貸し付ける業務の承認を受ける。

資本金を3億2千5百万円に増資。

譲渡性預金の売買及び売買の媒介等の業務の承認を受ける。

資本金を5億2千万円に増資。

東京証券取引所債券先物取引特別参加者となる。

東京支店を開設。

累積投資業務、証券投資信託受益証券の収益金･償還金及び一部解約金支払いの代理業務の承認を受ける。

資本金を10億4千万円に増資。

御器所支店を開設。

鳴海営業所を支店に昇格。

東京証券取引所正会員となる。

資本金を25億4千万円に増資。

金地金の取扱に係る業務の兼業承認を受ける。

株式会社メイホーを設立。

MMF・中期国債ファンドのキャッシング業務の兼業承認を受ける。

インターネット取引（ゆたかネット）サービス開始。

証券業の免許制から登録制への移行に伴い証券取引法第２８条第１号、第２号の登録を受ける。

株式会社大阪証券取引所、正取引資格を取得。

金融商品取引法に基づく金融商品取引業者としての登録を受ける。

株式会社名古屋ファイナンシャルスクールの株式取得。

株式会社名古屋ファイナンシャルスクールからゆたかキャピタルマネジメント株式会社に商号変更。

店頭ＦＸ取引（ゆたかＦＸ）サービス終了。

ゆたかキャピタルマネジメント株式会社から株式会社保険見直し工房に商号変更。

一般社団法人金融先物取引業協会を脱退。

大阪ディーリング分室を開設。

浜松支店から浜松営業所に変更。

ゆたか不動産販売株式会社を設立。

株式会社保険見直し工房を吸収合併。

日進赤池支店を開設。
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当社の経営組織の概要は、以下のとおりであります。（2026年4月1日現在）
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4． 株式の保有数の上位10位までの株主の氏名又は名称並びにその株式の保有数及び総株主等の議決権に占める
当該株式に係る議決権の数の割合

（2026年3月31日現在）

5 ．役員の氏名又は名称

（2026年6月26日現在）

（注）1.監査役伊藤禎洋は、取締役社長伊藤立一の従兄弟であります。

      2.取締役永岡英則氏は、会社法第2条第15号に定める「社外取締役」であります。　

　　　3.監査役藤井一彦氏・石川真也氏は、会社法第2条第16号に定める「社外監査役」であります。

6 ．政令で定める使用人の氏名

(1)金融商品取引業に関し、法令等を遵守させるための指導に関する業務を統括する者の氏名

（2026年4月1日現在）

(2)投資助言業務又は投資運用業務に関し、助言又は運用を行う部門を統括する者の分析に基づく投資判断を行う者
（2026年4月1日現在）

7 ．本店その他の営業所の名称及び所在地

株 式 会 社 十 六 銀 行

議決権割合氏名又は名称

伊 藤 立 一 167,850

豊 証 券 株 式 会 社 -

保有株式数

1.

3.

2. 株 式 会 社 メ イ ホ ー 199,400 13.96

4.46

藤 井 鉱 業 株 式 会 社

常 勤

常 勤

伊 藤 禎 洋

60,000

役職名

4. 伊 藤 電 機 株 式 会 社

5.

加 納 輝 彦

10.

511,513

常 務 取 締 役

　　　その他（116名）

合 資 會 社 愛 岐 商 會

名 自 車 体 株 式 会 社7.

6. ゆ た か 持 株 会

株 式 会 社 あ い ち 銀 行9.

計

氏名又は名称

%株

11.75

5.06

950,441

100,000 7.00

98,816 6.92

72,358

6.0185,830

大阪市北区曽根崎二丁目2番1号

岐阜市吉野町六丁目14番地

63,728

4.20

4.90

加納輝彦

東京都中央区日本橋堀留町一丁目10番14号

豊橋市駅前大通一丁目16番地

名古屋市中区栄三丁目7番1号

青 木 芳 雄 常 勤

非 常 勤

35.74

非 常 勤

無松 岡 毅

無

日 進 赤 池 支 店 日進市赤池一丁目2804番地

70,0648.

取 締 役 社 長

石 川 真 也

該当ありません

浜松市中央区鍛冶町140番地

四日市市鵜の森一丁目5番16号

大阪ディーリング分室

監 査 役

無

岐 阜 支 店

本 店
鳴 海 支 店

浜 松 営 業 所

監 査 役 藤 井 一 彦

名古屋市昭和区御器所通三丁目8番1号

豊 橋 支 店

名古屋市中村区名駅南一丁目16番21号
名古屋市緑区鳴海町字向田95番地

御 器 所 支 店

所在地名称

無

四 日 市 支 店

名 古 屋 駅 前 支 店

-

東 京 支 店

常 勤

伊 藤 立 一

常勤非常勤の別代表権の有無

2,380,000 100.00

常 勤有

非 常 勤

無

無

無

氏名

役職名

取締役 管理統括兼内部監査部長

役職名

8名

氏名

監 査 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

永 岡 英 則

計
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8 ．業務の種別

（1）　金融商品取引業　（金融商品取引法第２８条第１項）

1 ．有価証券の売買、市場デリバティブ取引又は外国市場デリバティブ取引

2 . 有価証券の売買、市場デリバティブ取引又は外国市場デリバティブ取引の媒介、取次ぎ又は代理

3 . 取引所金融商品市場における有価証券の売買又は市場デリバティブ取引の委託の媒介、取次ぎ又は代理

4 . 外国金融商品市場における有価証券の売買又は外国市場デリバティブ取引の委託の媒介、取次ぎ又は代理

5 . 店頭デリバティブ取引又はその媒介、取次ぎ若しくは代理

6 . 有価証券の引受け

7 . 有価証券の売出し

8 . 有価証券の募集若しくは売出しの取扱い又は私募の取扱い

9 . 有価証券等に係る管理業務

（2）　金融商品取引業付随業務　（金融商品取引法第３５条第１項）

1 . 有価証券の貸借業務

2 . 信用取引に付随する金銭の貸付業務

3 . 保護預り有価証券担保貸付業務

4 . 有価証券に関する顧客の代理業務

5 . 受益証券に係る収益金、償還金又は解約金の支払に係る業務

6 . 投資証券等に係る金銭の分配、払戻金若しくは残余財産の分配又は利息若しくは償還金の支払に係る代理業務

7 . 累積投資契約の締結業務

8 . 有価証券に関連する情報の提供又は助言業務

9 . 譲渡性預金の売買及び媒介等の業務

. 他の金融商品取引業者等の業務の代理

（3）　その他業務　（金融商品取引法第３５条第２項）

1 . 金地金の売買又はその媒介、取次若しくは代理に係る業務

2 . 自ら所有する不動産の賃貸

3 . 損害保険の代理業務ならびに生命保険の募集に関する業務

4 . 顧客に対し他の事業者のあっせん又は紹介を行う業務

5 .

6 . 貸金業務

7 .

8 . 不動産特定共同事業に係る業務

9 . 苦情処理及び紛争解決の体制

第一種金融商品取引業

指定紛争解決機関：特定非営利活動法人　証券・金融商品あっせん相談センター（ＦＩＮＭＡＣ）との間で

手続実地基本契約を締結し、苦情及び紛争の解決を図っております。（フリーダイヤル　0120-64-5005）

1 0 . 加入する金融商品取引業協会及び対象事業者となる認定投資者保護団体の名称

日本証券業協会

1 1 . 会員又は取引参加者となる金融商品取引所の名称又は商号

株式会社　東京証券取引所

株式会社　大阪取引所

株式会社　名古屋証券取引所

1 2 ．加入する投資者保護基金の名称

日本投資者保護基金

10

不動産（宅地建物取扱い）業務

国民年金基金連合会の委託を受けて行う個人型年金に係る受付業務（岡三証券株式会社から委託を受けて行う業務）
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Ⅱ 業務の状況に関する事項

1.当期の業務の概要

前年度末よりトランプ関税をめぐる米中の貿易摩擦が警戒され米国株式市場は大きく下落していましたが、2025年度に入り

相互関税の導入延期、各国政府との関税交渉の進展を受けて最悪期を脱したとの見方が広がり反発しました。

その後、堅調な企業業績とFRBによる利下げなどがサポート要因となり株式市場は上昇基調で推移しました。

　特にAI関連の需要の高まりを背景にした半導体関連銘柄や、金・暗号資産（仮想通貨）・防衛など特定のテーマ銘柄が市場を

大きく牽引しました。

　米国景気の底堅さからNY市場のNASDAQ指数が10月29日23,958.47ドル、S&P500指数は1月27日6,978.60ドル、NYダウ指数

についても2月11日に50,184.14ドルと各々史上最高値を更新しました。

　日本市場におきましても、10月に誕生した自民党高市総裁が日本維新の会と連立合意をしたことで「サナエノミクス」（積極財政・

金融緩和）への期待が高まり、2月8日に行われた衆議院総裁選では自民党が歴史的な大勝となり、2月27日に日経平均株価指

数が58,850円27銭、TOPIX指数が3,938.68ポイントの史上最高値をつけました。

　為替動向は年度当初の4月は140円台前半でありましたが、年度末には160円20銭まで円安が進み、現在も円安ドル高のトレン

ドが続いています。

　このような環境下において、ディーリング部門は主力の半導体やデータセンタ－などの個別材料銘柄を手掛け、動きの鈍かっ

た新興市場やIPO市場からシフトしました。2月の衆議院総選挙から3月の中東情勢により、市場の流動性とボラティリティが

拡大したことから、積極的な売買を行いました。

　営業部門は今後上昇期待が高まる日本株と引き続き米国株の純増営業を継続しながら、売買手数料による収益確保とストッ

ク営業（ゆたか観光立国日本株式ファンド・スマート5・富裕層向けの大口米ドル債券・円債）、保険商品、不動産物件仲介、

税務紹介に注力しました。

　その結果、当事業年度の営業収益は82億49百万円、経常利益は25億1百万円、当期純利益は17億98百万円となりました。

　新事業年度におきましては、ディ－リング部門はコンプライアンス面での厳格な運用やリスク管理を徹底し、安定収益の確保

を目指します。営業部門は中東情勢の不透明な状況を注視しながら、丁寧な対応でお客様満足度を引上げ、富裕層顧客へ

の注力を継続して参ります。また、将来にむけた安定収益確保のため、新年度より投資信託商品の純増営業への取り組みを

強化いたします。

　当事業年度の収益は、受入手数料25億40百万円（前期比16.8％増）、トレーディング損益54億29百万円（前期比120.9％増）、

金融収益2億79百万円（前期比28.0％増）、営業外収益1億83百万円（前期比4.5％増）。

　費用では、金融費用20百万円（前期比50.2％増）、販売費・一般管理費58億82百万円（前期比50.2％増）、営業外費用

27百万円（前期比162.0％増）。

　この結果、経常利益25億1百万円となり、特別収支△10百万円、法人税等6億92百万円を含め、当期純利益は

17億98百万円となりました。

　なお、「業務の状況」に記載の消費税等の課税取引については、消費税等を含んでおりません。
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2 . 業務の状況を示す指標

（1）　経営成績等の推移
（単位：千円、千株）

１.　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
２.　発行済株式数に、自己株式950千株を含んでおります。

（2）　有価証券の引受・売買等状況

① 株券売買高の状況
(単位：百万円）

上場受益証券（ETF等）の数字を含んでおります。

② 有価証券引受け及び売出し並びに特定投資家向け売付け勧誘等並びに有価証券の募集、売出し及び私募の取扱い
並びに特定投資家向け売付け勧誘等の取扱いの状況

(単位：百万円）

3,573

141,282

( 口 座 移 管 手 数 料 )

( 保 険 関 係 収 益 )

( 不 動 産 関 係 収 入 ) 43,010 51,558 53,401

8,228,395
2,501,631
1,798,807

5,429,379
5,099,488

215,387
114,503

286,714
4,083,346

4,653,566
340,522

4,994,088

2025年3月期 2026年3月期

2,540,599
2,125,185

-
54,736

2026年3月期
2,540,000

2,380
8,249,314

360,678

社 債 券

そ の 他

―

711,688
1,086,0671,023,975

700,182

2024年3月期

2
0
2
4
年
3
月
期
2
0
2
5
年
3
月
期
2
0
2
6
年
3
月
期

受 益 証 券

受 益 証 券

受 益 証 券

国 債 証 券

特 殊 債 券
地方債証券

特 殊 債 券

株 券
国 債 証 券

社 債 券

そ の 他
株 券

2025年3月期

2,176,090

2024年3月期
2,540,000

2,380
2,540,000

4,838,2364,436,913

委 託
計

自 己

当 期 純 利 益
経 常 利 益
純 営 業 収 益

引受高

資 本 金

引受・売出・特定投資家向け売付け勧誘等の手数料

募集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の取扱手数料

発 行 済 株 式 数 2,380
4,852,1644,453,251

2,123,767
営 業 収 益

受 入 手 数 料
委 託 手 数 料

103,242

（注）

137,686

2,805 3,022

そ の 他 77,698 110,057

3,977,979
334,300

4,312,279

3,796,632

―

そ の 他 の 受 入 手 数 料

ト レ ー デ ィ ン グ 損 益
株 券
債 券 178,524

2,457,787
2,169,205

2,165,255
1,855,350

232,206

41,335

1,811,844 1,826,709
-

308,045

-
70,463

241,459

特定投資家向
け売付け勧誘

等の総額
売出しの取扱高募集の取扱高

特定投資家向
け売付け勧誘

等の総額
私募の取扱高

―
―
―

―
―
―

―
4

―

― ―

―

売出高

―

―

―

―

―

―
―

―
―
―

―

―

―

―
28,998

―

―
0

―

―

―
―

―
―
―

―
―

5

―
―

―

―

―
―
―

―
――

21,620

27,101
―

―

―

―

―
―

―
―

―

―
―
―

―
―

―

―

―

―

―

6
―
―

―
―

―

―
―

―
―

―
― ―
―

―

―
―
―

―
―
―
―

―
―

―

― ― ―

地方債証券 ― ― ―

―

―
―

―

国 債 証 券

社 債 券

そ の 他
株 券

特 殊 債 券 ― ― ― ― ―

― ― ―

地方債証券 ―

― ―

―
―
―

― ―

――
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（3）　その他の業務の状況

① 公社債元利金支払の代理業務

（単位：千円）

② 有価証券の貸借及びそれに伴う業務

（注）　（　）内は、自己融資額を内書しております。

③ その他の商品の売買状況

（単位：千円）

④ その他

株式の名義書換、株券の分割、併合及び新株引換、単位未満株の買取請求の取次ぎ等を行っております。

（4）　自己資本規制比率の状況

（単位：百万円）

（F)-（G)

（注）　上記は,金融商品取引法の規定に基づき、「金融商品取引業等に関する内閣府令」の定めにより決算数値をもとに

　　　算出したものであります。

（5）　使用人の総数及び外務員の総数

― ― ―

2025年3月期

顧客の委託に基づいて行う貸株と

基 本 的 項 目 （ A ）

2024年3月期

自己資本規制比率 （D）／（E）×100

そ の 他 ― ―

これにより顧客が売付けている代金

譲 渡 性 預 金

2026年3月期

607.9% 679.5% 611.8%

―

金 地 金 ― ― ―

2025年3月期

62 千株

258,236 千円

130 千株

千株

(3,037,923)

2,378,964

1,059 千株

421 千株

178,010 千円

2026年3月期
千円

千円

千円

2,002,161 千円

(2,736,575) 千円

1,880,708 千円

(2,739,830)

2024年3月期

これにより顧客が買付けている株数

顧客の委託に基づいて行う融資額と

131,917 千円

2025年3月期 2026年3月期

― ― ―

期　　別

区　　分

3,197 2,323

2025年3月期

1,977 1,393 千株

2024年3月期

取 扱 額

2024年3月期

15,742 16,382

2026年3月期

長 期 劣 後 債 務

（うち登録外務員） 169人 168人 163人

105

                        -

2,715

1,354

105

                        -

827 901

市 場 リ ス ク 相 当 額

取 引 先 リ ス ク 相 当 額

2,350

補 完 的 項 目 一 般 貸 倒 引 当 金 0

3,030

                        -

3,022

1,306

2,994

18,542

27

0

3,030

金融商品取引責任準備金 26 26

16,042

18,110

1,544

179

2,589

                        -

0

控除前リスク相当額（F) 2,715 2,360

その他有価証券評価差額金

使 用 人 175人 175人 172人

（ E ）

暗号等資産等による控除額（G)

基 礎 的 リ ス ク 相 当 額

区　　　　　分 2024年3月期 2025年3月期 2026年3月期

リ ス ク 相 当 額

2,360

1,782

                        -

計

控 除 資 産 （ Ｃ ）

（A)+(B)-（C）控 除 後 自 己 資 本 （ D ） 16,506

                        -

2,461 2,691
計 （ B ） 3,225
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Ⅲ　財産の状況に関する事項

1. 経理の状況

貸借対照表

（ )

（注）　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

43,051,805

貸 倒 引 当 金 △

147,534

7,905,669

長 期 前 払 費 用

6,334,371

△ 37,180133,323

資 産 合 計 35,939,003

固 定 資 産 計

455,045そ の 他 510,286

3,990 4,266

77,989

1,446,387

78,725

固 定 資 産

流 動 資 産 計

貸 倒 引 当 金

242,606

有 形 固 定 資 産

7,449

△

242,606

28,782

4,392,705

12,350

関 係 会 社 長 期 貸 付 金 440,000 440,000

長 期 差 入 保 証 金

5

2,450

4,850

未 収 収 益

10,058

149,546

36,371

777,521

124,039

104,814

7,005,972

430,100

122,174

315

従業員に対する長期貸付金

74,351

48,176

販 売 用 不 動 産

4,634,220

4,625,485

3,363,933

8,735

72

信用取引借証券担保金

5,528,833

11,451

74,351

114,585

76,411

690,953

無 形 固 定 資 産

短 期 差 入 保 証 金

募 集 等 払 込 金

投 資 そ の 他 の 資 産

1,866,706

10,733

29,604,631

△

（単位：千円）

期　　別

(1)

科　　目 金 額

資 産 の 部

第64期

預 託 金 12,201,500

金 額

流 動 資 産

13,601,500

現 金 ・ 預 金 7,271,890

第65期

（2026年3月31日現在）

11,938,444

（2025年3月31日現在）

信 用 取 引 貸 付 金 2,002,161

346

1,852

立 替 金

前 払 費 用

ト レ ー デ ィ ン グ 商 品

1,073,292

デ リ バ テ ィ ブ 取 引 18,859

商 品 有 価 証 券 等 5,022,687

5,041,546

3,075,454

前 払 金

信 用 取 引 資 産

1,880,708

1

13,739

2,374

272

57,018

35,146,135

出 資 金 145,829

8,677

投 資 有 価 証 券

電 話 加 入 権

5,864,965

関 係 会 社 株 式

11,451

ソ フ ト ウ ェ ア

371,935

1,483,225

未 収 入 金

借 地 権

建 物

土 地

器 具 備 品
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（単位：千円）

（ )

（ )

（注）　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

89,370

有価証券貸借取引受入金 51,727 89,370

受 入 差 金 勘 定 506 1,169

4,649

13,971,691

顧 客 か ら の 預 り 金 10,691,535

有 価 証 券 担 保 借 入 金 51,727

19,783,418

276,994

受 入 保 証 金 754,123

有価証券等受入未了勘定 -

526,039

流 動 負 債 計

未 払 法 人 税 等

賞 与 引 当 金

未 払 金

未 払 費 用 1,061,786

30,868

役 員 賞 与 引 当 金 25,000 34,000

99,223

社 債

12,307,641

999,083

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 178,200

繰 延 税 金 負 債

500,510

1,519,875

固 定 負 債

1,187,197

250,000

そ の 他 の 固 定 負 債 105,204

長 期 受 入 保 証 金 5,095

15,408,203

16,373

1,123,206

582,616

期　　別

科　　目 金 額 金 額

そ の 他 の 預 り 金

369,121

預 り 金 11,690,618

131,917

負 債 の 部

信 用 取 引 負 債

第64期

（2025年3月31日現在）

第65期

（2026年3月31日現在）

流 動 負 債

627,358

デ リ バ テ ィ ブ 取 引 18,444

信 用 取 引 借 入 金 203,706

335,623

1,664,049

21,176,300

2,323,784

1,193,4101,193,410

18,778,248

評 価 ・ 換 算 差 額 等

43,051,805

18,181,793

2,994,506

負 債 ・ 純 資 産 合 計 35,939,003

純 資 産 合 計

2,994,506

1,725,697

負 債 合 計

利 益 剰 余 金

その他有価証券評価差額金

株 主 資 本

株 主 資 本 合 計

評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計

1,509,023

金融商品取引責任準備金

17,160,754

特 別 法 上 の 準 備 金 計

特 別 法 上 の 準 備 金

26,852

そ の 他 利 益 剰 余 金

△

別 途 積 立 金

そ の 他 資 本 剰 余 金 1,509,023

2,323,784

15,326,180

2,540,000

1,509,023

190,425

16,454,464

2,702,1342,702,134

利 益 準 備 金

繰 越 利 益 剰 余 金

自 己 株 式

10,616,166

純 資 産 の 部

△

1,509,023

12,343,496

280,550

21,875,504

2,064,741

27,345

27,345

280,550

13,598,850

788

ト レ ー デ ィ ン グ 商 品 79,038 23,035

商 品 有 価 証 券 等 60,594 22,247

258,236信用取引貸証券受入金

5,216

約 定 見 返 勘 定 1,069,541 1,602,875

2,540,000

資 本 剰 余 金

固 定 負 債 計

26,852

資 本 金

250,000

712,897
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損益計算書

（注）　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

9,899

金 融 商 品 取 引 責 任 準 備 金 繰 入 - 492

そ の 他 の 受 入 手 数 料

141,282

51,558

137,686

( 口 座 移 管 手 数 料 )

金 融 商 品 取 引 責 任 準 備 金 戻 入

142,320

27,376

77

711,688

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額 172

375,230

1,087,091

貸 倒 引 当 金 戻 入 96,583

特 別 損 失

関 係 会 社 株 式 評 価 損 -

貸 倒 損 失 96,583

668,488

1,798,807

24,244

2,491,540税 引 前 当 期 純 利 益

-

54,736

360,678

3,573

20,918

218,286

( 不 動 産 関 係 収 入 )

( 保 険 関 係 収 益 )

53,401

3,022

金 融 収 益

921,209

4,838,236

3,917,027

279,335

当 期 純 利 益

131,928

96,583

科　　目

2,540,599

132,230

5,882,540

97,607

5,429,3792,457,787

金 融 費 用

183,152

ト レ ー デ ィ ン グ 損 益

委 託 手 数 料
引受け・売出し・特定投資家向け売
付 け 勧 誘 等 の 手 数 料
募集・売出し・特定投資家向け売付
け 勧 誘 等 の 取 扱 手 数 料

受 入 手 数 料

175,306

2,345,854

13,927

2,176,090

1,826,709

-

第64期 第65期

(
自　2024年4月1日

（単位：千円）

営 業 収 益 4,852,164

(2)

金　　額 金　　額

至　2025年3月31日

自　2025年4月1日
)

至　2026年3月31日
(

期　　別

8,249,314

)

41,335

308,045

2,125,185

-

131,906

純 営 業 収 益

営 業 利 益

販 売 費 ・ 一 般 管 理 費

営 業 外 収 益

固 定 資 産 売 却 益 947 -

営 業 外 費 用

特 別 利 益

経 常 利 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益 - 323

1,086,067

8,228,395

10,448

2,501,631
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株主資本等変動計算書

第64期事業年度（自　2024年4月1日　至　2025年3月31日）

（注）　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

第65期事業年度（自　2025年4月1日　至　2026年3月31日）

（注）　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

2,540,000

2,323,784

（3）

資本金

2025年4月1日残高（千円）

2024年4月1日残高（千円）

当期純利益

剰余金の配当

3,197,784

2024年4月1日残高（千円） 2,540,000

準備金から剰余金への振替

事業年度中の変動額

剰余金の配当

事業年度中の変動額

2,994,5062026年3月31日残高（千円）

2,398,051670,722670,722当事業年度中の変動額合計（千円）

21,176,3002,994,506

670,722670,722670,722
業年度中の変動額（純額）

株主資本以外の項目の当事

-

評価・換算差
額等合計

△ 71,477

1,798,807-

- -

18,778,248

剰余金の配当

当期純利益

事業年度中の変動額

2025年4月1日残高（千円）

準備金から剰余金への振替

2,323,784

業年度中の変動額（純額）

株主資本以外の項目の当事

-

1,509,023

その他有価
証券評価差

額金

2,540,000

評価・換算差額等

純資産合計

1,509,0232026年3月31日残高（千円）

当事業年度中の変動額合計（千円）

△ 1,193,41015,326,180

1,727,329----

12,958,6401,509,023 1,509,023 280,550 △ 1,193,410

18,181,793

-

12,343,4962,702,134280,550

1,727,3291,727,329 -

準備金から剰余金への振替 -

その他資本
剰余金

当期純利益

-

事業年度中の変動額

株主資本以外の項目の当事

当事業年度中の変動額合計（千円） -

業年度中の変動額（純額）

2025年3月31日残高（千円） 2,540,000

-

-

-

資本剰余金
合計

資本剰余金

△ 233,788

△ 71,477

-

1,798,807

自己株式

△ 71,477△ 71,477

△ 1,193,410

1,798,807

利益剰余金
合計

--

13,598,850

利益剰余金

△ 71,477

繰越利益剰余金

1,509,023

-

1,798,807

-

1,509,023

-

280,550 16,454,464

株主資本合計

株主資本

（単位：千円）

2,702,134 9,975,956

別途積立金
利益準備金

2,702,134 10,616,166

その他利益剰余金

- -

△ 71,477△ 71,477

-

15,814,253

19,012,037

711,688

1,509,023 1,509,023

3,197,784

繰越利益剰余金

10,616,166280,550

- △ 71,477

711,688711,688 711,688

16,454,46413,598,850 △ 1,193,410

- 640,210 640,210640,210

評価・換算差額等

純資産合計その他有価
証券評価差

額金

評価・換算差
額等合計

2,702,134

- - -

△ 873,999

2025年3月31日残高（千円） 2,323,784 2,323,784

-

当事業年度中の変動額合計（千円） △ 873,999 △ 873,999

△ 873,999
業年度中の変動額（純額）

株主資本以外の項目の当事
△ 873,999

準備金から剰余金への振替

-当期純利益

剰余金の配当 -

18,778,248

（単位：千円）

株主資本

資本剰余金 利益剰余金

自己株式その他利益剰余金 利益剰余金
合計別途積立金

株主資本合計その他資本
剰余金

資本剰余金
合計

利益準備金
資本金
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2 ．社債の発行総額
（単位：千円）

3 ．借入金の主要な借入先及び借入金額

（単位：千円）

4 . 保有する有価証券（トレーディング商品に属するもとして経理された取引を除く。）の取得価額、時価及び評価損益

（1）　流動資産

（単位：千円）

（2）　流動負債

（単位：千円）

（3）　固定資産

（単位：千円）

4,371,543合　計 1,012,668 4,405,055 3,392,386 1,495,873 5,867,416

第7回無担保社債 2020年6月25日 250,000 250,000 2030年6月25日

評 価 損 益取 得 原 価 貸借対照表計上額

― ―

そ の 他

― ―

種類
2025年3月期 2026年3月期

取 得 原 価

株 券 1,012,668 4,405,055 3,392,386 1,495,873 5,867,416 4,371,543

種類

―

―

債 券

2026年3月期

取 得 原 価 貸借対照表計上額 評 価 損 益 取 得 原 価 貸借対照表計上額 評 価 損 益

―

― ―

― ―

債 券 ― ― ―

2025年3月期

― ―

そ の 他

合　計

株 券 ― ― ―

―

― ― ―

貸借対照表計上額 評 価 損 益

― ―株 券 ―

―

―

合　計 ―

―

―

―

―

―

―

― ―

― ―

―

―

―

―

―

信 用 取 引 借 入 金

貸借対照表計上額 評 価 損 益

2025年3月期 2026年3月期

評 価 損 益
種類

―

取 得 原 価 貸借対照表計上額

― ―

―

取 得 原 価

―

―

― ――

― ――債 券

そ の 他

― ― ― ―

借 入 金 種 類

銘柄 発行年月日 2025年3月期 2026年3月期 償還期限

369,121

借　　　入　　　先
2025年3月期 2026年3月期

借 入 金 種 類 借 入 金 額 借 入 金 額

日本証券金融株式会社 信 用 取 引 借 入 金 203,706

-12-



5 . デリバティブ取引（トレーディング商品に属するもとして経理された取引を除く。）の契約価額、時価及び評価損益

（1）　先物取引・オプション取引の状況

①　株券

該当事項はありません。

②　債券

該当事項はありません。

（2）　有価証券店頭デリバティブ取引の状況

該当事項はありません。

6 . 財務諸表に関する会計監査人等による監査の有無

　当社は会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、第64期事業年度（2024年4月1日から 2025年3月31日）

及び、第65期事業年度（2025年4月1日から 2026年3月31日）の財務諸表について、フロンティア監査法人により

監査を受け、適法であるとの独立監査人の監査報告書を受領しております。
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管理の状況

1 ． 内部管理の状況の概要

（1）　お客様からの苦情等に対する具体的な取扱い方法

当社では、お客様から寄せられたご意見、苦情等は、業務部(お客様相談室)に集約したうえで、お客様に対しては業務部と

営業部店が連携して、真摯に対応するよう努めております。また、業務部はお申し出内容を精査・分析し、その結果を経営陣に

報告したのち、社内にも通知することで、情報の共有化を図ります。

さらに、当社はお客様からのお申し出に基づき、業務運営やシステムに関して、必要な見直しを行うこととしています。

（2）　内部監査体制

当社は、協会員の内部管理責任者等に関する規則（日本証券業協会自主規制規則）に基づき内部管理統括責任者、

内部管理統括補助責任者、各営業所において営業責任者、内部管理責任者を配置し管理を行っております。

部署別の業務分掌は次のとおりです。

・

・

・

内部監査に関する事項 ・

　　①定例監査

　　②随時監査

　　③日常業務監査

コンプライアンスに関する事項 ・ 法令遵守の徹底、指導

顧客の審査に関する事項 ・

・

顧客取引状況に関する事項 ・

・

・

・

営業姿勢に関する事項 ・

業務指導に関する事項 ・

相続業務に関する事項 ・ 顧客の相続補助

公正な売買取引の確保に関する事項 ・

・

・

内部者取引の監視及び審査に関する事項 ・

・

公募株式等に関する事項 ・

取引所等の調査に関する事項 ・

紛争処理に関する事項 ・

・

・

支店業務に関する事項 ・

問い合わせに関する事項 ・

・

・

・

Ⅳ

組　織　の　名　称 項　　　　　　　　　　目 業　　　務　　　内　　　容

管 理 統 括 法令諸規則等の遵守についての指導及び監督 法令諸規則等の遵守にかかる指導監督

管理統括下の各組織を活用した事故防

止の確立及び実行

営業関係の各統括との連携した指導

内 部 監 査 部 監査計画及び方針策定

東証、大取、名証、金融庁等の調査対応

監査の実施

営業姿勢の把握及び改善指導

顧客登録の適否及び審査

業 務 部

顧客管理方法の指導及び助言

各種取引に関する顧客口座の管理及び改善指導

顧客取引状況の把握及び改善指導

マネー・ローンダリング及びテロ資金供与の防止

役職員及び同居家族名義による売買取引の管理

価格形成のチェック

不公正取引防止のための監視等

発行会社に関する情報の収集及び管理

内部者登録顧客の管理及び取引の審査

公募株式等の配分の適正化の確保

事務管理指導及び助言

取引注意銘柄等の指定

監査結果に対する部店指導の実施

営 業 店 営業責任者及び内部管理責任者と連携した営業店の管理

顧客との紛争処理及び事故処理に対する助言、指導

主務官庁に対する届出

特殊債権の管理

お客様相談室 取引内容等を確認し説明又は苦情の相談窓口

営 業 統 括 個別事案及び営業全般に亘る事案について、管理部門

との連携した指導及び管理並びに取引規制事案の承認

支 店 課 支店の経理、庶務及び顧客の取引状況の管理
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2 . 分別管理等の状況

金融商品取引法第43条の2の規定に基づく分別管理の状況

① 顧客分別金信託の状況

（注）顧客分別金信託額は、日証金信託銀行（株）で管理しております。

② 有価証券の分別管理の状況

イ 保護預り等有価証券

ロ 受入保証金代用有価証券（時価）

ハ 管理の状況

管理場所

証券保管振替機構・外部保管・本店金庫内（非上場分）

証券保管振替機構・日本銀行・外部保管

証券保管振替機構・外部保管

管理方法

コンピュ-ターにて作成する帳票等に管理

「銘柄別預り証券」、「顧客別預り証券」及び「所在別差入担保」等の帳票明細により日々保管状況を管理

顧客分と当社所有分の保管場所を区分して保管

保護預かり有価証券及び代用有価証券の別

銘柄別、顧客コード順

毎月、所在別ごとに残高の確認照合

金融商品取引法第43条の2の2の規定に基づく区分管理の状況

① 商品顧客区分管理信託の状況

該当事項はありません。

② 有価証券の分別管理の状況

該当事項はありません。

金融商品取引法第43条の3の規定に基づく区分管理の状況

① 金融商品取引法第43条の3第1項の規定に基づく区分管理の状況

該当事項はありません。

② 金融商品取引法第43条の3第2項の規定に基づく区分管理の状況

該当事項はありません。

（3）

④

⑤

（2）

債券

受益証券

2.

①

②

③

株券

その他 額面金額 ― ― 百万円

1.

項 目 保管場所

百万円

百万口

株券 株数 5,172   千株 4,497  千株

債券 額面金額 ― 百万円 ― 百万円

受益証券 口数 55 百万口 55

― 百万円

有価証券の種類
2025年3月31日現在 2026年3月31日現在

数量 数量

37,212百万口 ― 百万口

その他 額面金額 ― 百万円 ― 百万円 ― 百万円

受益証券 口数 34,798百万口 ― 百万口

5,622   千株

債券 額面金額 1,374百万円 6,901百万円 2,474百万円 8,628百万円

株券 株数 130,319   千株 5,885   千株 134,714   千株

有価証券の種類
2025年3月31日現在 2026年3月31日現在

国内証券 外国証券 国内証券 外国証券

期 末 日 現 在 の 顧 客 分 別 金 信 託 額 12,000百万円 13,600百万円

期 末 日 現 在 の 顧 客 分 別 金 必 要 額 11,334百万円 13,076百万円

（1）

項 目 2025年3月31日現在の金額 2026年3月31日現在の金額

直 近 差 替 計 算 基 準 日 の
11,839百万円 13,298百万円

顧 客 分 別 金 必 要 額
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子会社等の状況に関する事項

1 . 企業集団の構成

　当社は、子会社が1社ゆたか不動産販売（株）、関連会社は1社（株）メイホーであります。

当社と子会社等との位置付けは、以下のとおりであります。

2 . 子会社等の商号又は名称、本店所在地、資本金の額、事業の内容等

24.5%

当会社及び子会社等 子会社等の議決権に

（株）メイホー 名古屋市中区栄三丁目７番１号 1,000 万 円 不 動 産 の 賃 貸 借 200

99.0%

商号・名称 本店所在地 資 本 金 の 額 事 業 の 内 容

ゆたか不動産販売（株） 名古屋市中区栄三丁目７番１号5階 1,000 万 円

対する所有割合

Ⅴ

（資金援助（貸付））

（建物賃借）

ゆたか不動産販売（株）
← ─ ─ ─ ─ ─ ─

← ─ ─ ─ ─ ─ ─

（賃貸物件売買、仲介）

─ ─ ─ ─ ─ ─ →

不動産の売買・賃貸・管理
及 び 仲 介

200

（株）メイホー

当社

の所有議決権数の合計
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【情報】 2026年3月31日時点の情報

【商号】 豊証券株式会社 （http:www.yutaka-sec.co.jp)

【設立】

【資本金】 25億4千万円

【代表者】 取締役社長　伊藤立一（2005年6月就任）

【役職員数】 180名（うち登録外務員数168名）

【金融商品取引業の登録状況】 第一種金融商品取引業

【登録番号】 東海財務局長（金商）第21号

【加入協会】 日本証券業協会

【加入取引所】 東京証券取引所、大阪取引所、名古屋証券取引所

【加入投資者保護基金】 日本投資者保護基金

【指定紛争解決機関】 特定非営利活動法人　証券・金融商品あっせん相談センター（略称：ＦＩＮＭＡＣ）

【個人・一般事業法人向けの商品・サービス（主なもの）】

○：取扱あり。　×：取扱なし。　　△：取扱制限あり。　詳細は、当社営業所までお問い合わせください。

当社では、上記の商品・サービスのほか、有価証券の引受け業務等の提供なども行っております。当社の業務の詳細は、

「業務及び財産の状況に関する説明書」（4頁）を御参照ください。

対面取引 ○

金融商品
株式 債券

国内株 外国株

○

×

○

国内債 外国債

○

ＥＴＦ ＲＥＩＴ投資信託

○ ○ ○

○ ○ ○

【添付資料】

○ ×

× ×

先物・オプ
ション

証券ＣＦＤ ＦＸ取引

×

×

1962年7月

×○ ×

通信取引

ネット取引 ○ ○ ○ ○

○ ○

○

○ ○

○


